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１．目的 
液状化に伴う地盤の流動を簡易に評価する一手法として，液状化した地盤の剛性を考慮した静的 FEM によ

る自重解析法がある．これまでの検討 1),2)で，地盤の流動量の評価には，液状化後の液状化層のせん断剛性が

非常に重要であることに加え，液状化層の上の非液状化層のせん断剛性の大きさによって，岸壁・護岸からの

距離による変位の減少のしかたが変わることなどがわかっている．液状化層上の非液状化層は，地震動により

非線形挙動を示す上に，岸壁・護岸近傍では液状化層の大きな変形の影響で亀裂が入ったりするため，残留変

位を評価する場合，それらを含んだせん断剛性として評価することから，かなり大きな低下も考えられる．ま

た，岸壁・護岸近傍と遠方では剛性の違いがあることが考えられる．ここではそのせん断剛性の違いを考慮し

た解析を実施し，被害事例との比較を行うことで，簡易な評価法の適用性向上の検討を行った． 
２．検討対象の地盤 
検討対象は 1995 年兵庫県南部地震で被災した神戸市東灘区の二つの岸壁・護岸である 3),4),5)．それぞれを地

盤 A3),B4),5)とする．被災の概要などは，それぞれの参考文献に詳しい．図-1 に解析モデルの一例を示す．表-1

に示すように，それぞれ液状化に関する検討結果をもとにして，液状化時の地盤物性値を与える．液状層のせ

ん断剛性は，等価線形解析結果による液状化判定で FLを求め，FLと剛性低下率の関係から，地盤 A で約 1/500，
地盤 B で 1/1000 とした 3),6)．表層の非液状化層については，その変形特性を双曲線モデルでモデル化した非線

形特性を与え，液状化層の変形による影響で場所によりせん断剛性が変わるように自重解析を行った．これを

非液状化層のせん断剛性が一様な場合と比較した．解析ケースを表-2に示す．以下では，解析結果の評価は，

それぞれのケースについて護岸からの距離と地表面の水平変位の関係に注目して検討する． 
３．表層の非液状化層の影響 
図-2 に表層の非液状化層のせん断剛性を一様とし場合で，その違いによる地表面変位の分布を示す．液状

化層のせん断剛性は同じである．非液状化層のせん断剛性が大きい場合には，液状化層の変形を抑えるため，

護岸近傍の変位は小さくなるが，背後地盤での変位は遠方までおよび，変位の距離による減衰が小さいことが

わかる．調査結果は，地盤 A,B で護岸付近の絶対的な変位量と護岸から遠方での変位の減衰に違いがあるが，

護岸から 100m 以内で大きく減衰する傾向は同様である．調査結果と比較的よく対応するのは，変位が護岸の

遠方までおよぶ地盤 A では初期剛性の 1/3 程度，変位が岸壁から 100m 以内でほぼ収束する地盤 B では初期剛

性の 1/100 程度の場合と見られる．液状化層のせん断剛性に対して，それぞれ 100 倍程度，10 倍程度と違いが

あるが，いずれの場合も一様な剛性では護岸近傍から遠方まで全体的に見ると，必ずしも一致しない． 
非液状化層のせん断剛性の剛性低下の程度が位置によって変わることを考慮して，非線形性を与えた検討を

行った．図-3 に地表面の変位分布を調査結果とあわせて示す．表層の非液状化層を均一なせん断剛性とし液

状化層のそれぞれ 10 倍，100 倍とした場合の中間的な結果が得られた．変位の絶対量などでは違いがあるも

のの，護岸付近での減衰と遠方背後地盤への影響という点で，均一とした場合よりもよく表現できる可能性を

示している．ただし，液状化層が流体的な挙動をした場合には，非液状化層との間には摩擦の小さい状態が存

在することが考えられ，この方法では液状化層と非液状化層の間の節点は共有されていることから，液状化層

の変形が非液状化層に及ぼす影響が大きく評価される可能性がある．以上，課題はあるものの，液状化層のせ

ん断剛性を FL により求め，表層非液状化層に非線形性を考慮することで，地盤の流動変位分布を表すことが

できる可能性を示した． 
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４.結論 
液状化に伴う地盤の流動量について特に表層の非液状化層のせん断剛性に着目して検討した． 

1) 護岸近傍での変位は液状化層のせん断剛性だけでなく，表層の非液状化層のせん断剛性にも影響を受ける． 
また，背後地盤への影響は，液状化時における表層の非液状化層のせん断剛性が小さいほど背後地盤の変位が

近くで収束し，大きいほど変位が遠方までおよぶ． 
2) 液状化層のせん断剛性を FLの基づいて設定し，表層地盤の非液状化層のせん断剛性に非線形性を考慮した

解析により，表層を均一な剛性とする場合よりも，被害調査事例を説明できる可能性を示した． 
今後より簡単に表層地盤のせん断剛性を護岸からの距離で分類するような方法も検討する予定である． 
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図-1 解析モデル 

表-1 液状化後の地盤物性 

表-2 検討ケース（液状化層のせん断剛性に対する非液状化層のそれの倍率）
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図-3 非液状化層に非線形性を 

考慮した場合の変位分布 
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図-2 非液状化層のせん断剛性を 

一様とした場合の地表面変位分布 
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